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第３章  効果的な協働を推進するために 

 

 

 

 

 

 

 

 １ 協働をはじめる前に 

 

ＮＰＯとの協働をはじめる前に、行政職員が基本的に理解しておかなければいけないことがあります。 

協働というものは共通の目標達成のために、両者が対等な関係のもと、緊張感を保ちながら一緒に取り組 

む行為だということです。 

 行政が決して上下関係の上に位置するわけでもなく、もちろんその反対でもありません。 

 ＮＰＯと協働するにあたっては、相互理解と尊重が事業の成否をわける大きなキーワードになります。 

 

（１）相互理解と尊重 

 

■組織文化の違い 

   行政とＮＰＯとは本来異なった文化をもつ組織であり、設立された経緯、また組織としての考え方も違 

います。 

互いに異なる文化を持つ組織の協働を成功させるためには、何よりもＮＰＯと率直な意見交換を重ねて 

信頼関係を構築することが大切です。 

時には相手方の活動現場に出向き、その活動内容を知ることも、相手方の組織を理解するためには重要 

なことです。 

 

 

■情報公開の姿勢 

    行政とＮＰＯとの相互理解が十分ではない現状の中、今後よりよい信頼関係を構築するためには、行政 

から積極的に情報を公開していく姿勢が求められます。 

情報の公開は、協働する部分に関する情報にとどまらず、事業全体についての情報を開示し、第３者と

なる県民にも評価される事業をともに創りあげていくという姿勢をもつことが重要です。 

 

 

■役割分担、責任の所在を明確化する 

 協働を行う前に役割分担や責任の所在を明確にしておかないと、協働の途中で相手方に責任を転嫁した 

りするなど良好な協働関係が構築されなくなってしまう恐れがあります。 

協働を始める前に、「ここの業務は行政が実施し、責任も持つ、ここはＮＰＯが責任を持つ、」といっ 

た、役割分担と責任の所在をはっきりと決めておくことが重要です。 

 

 

  ■行政のしくみについて説明する 

    ＮＰＯの中には今までに行政との付き合いがない団体が多いため、委託と補助の違い、行政の決裁シス

テムや支払い方法など、職員にとっては当たり前と思っていることでもわからないことが多くあります。 

 こういった、行政のしくみを事前に説明しておかないと、後々のトラブルのもとになります。 

 行政側としては、見積書・仕様書など必要な書類や履行してもらわなければならないことについては、 

何故必要であるのかを説明したうえで、事前に理解してもらっておくことが重要です 

 

 

 前章では、行政がＮＰＯと協働を推進していくことの意義、必要性について説明しました。

では、実際に協働を推進していくためには、どのようなことに留意し、実際、どのような協

働の手法、手順で進めていけばよいのでしょうか？ 

 この章では協働の進め方について説明します。 
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■下請け、安上がりという考えをもたない 

    協働は、共通の目標達成のため、両者が一緒に取り組むことに合意した場合に行われるものであり、対 

等な関係のもと実施するものです。 

    相手の意向も聞かず、こちらからの希望や都合ばかりのアプローチでは、良好な協働関係は構築できま 

せん。 

    単なる、下請けをお願いしたい、事業を安くしあげたいというような行政側の都合だけでは協働の成功 

が望めません。相手方の立場を尊重して協働を進めることが重要です。 

    

（２）行政システムの見直し 

 

■県全体での横断的な組織の連携 

 ＮＰＯは行政の部局などの組織に対応した活動をしていません。新しい課題に取り組むＮＰＯと協働を

進める過程の中で、複数の部局に係わる事業が多く出て来ます。こういった協働については関係する各部

局が連携した対応が必要です。 

また、ＮＰＯ側から複数の部局に係わる政策課題の提案が出てきた場合は、複数の部局が連携して対応 

をする必要があります。 

 

 和歌山県では平成１５年１２月にＮＰＯとの協働を積極的に推進するため、庁内の横断的な組織として、 

「和歌山県ＮＰＯ推進庁内連絡協議会」を設置しました。 

 今後、複数の部局にまたがる協働については、この協議会を活用し、連携を図っていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【和歌山県ＮＰＯ推進庁内連絡協議会】…ＮＰＯ施策に関する必要な事項の審議、連絡調整 

 【ＮＰＯ推進員】…各課室におけるＮＰＯ推進及びＮＰＯ施策に関する連絡調整 
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２ 協働の手順 

  

 ＮＰＯとの協働を検討する場合、実際にどのような手順で、またどのような点に留意して進めていけば良

いのでしょうか？ 

一般的に想定される協働の手順を参考に掲載します。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【協働のきっかけづくり】 

・ ＮＰＯとの協働が考えられるか否か？ 

・ 協働の効果があるか？ 

・ 協働が考えられる場合、ＮＰＯのどの特長がいかせるか

    専門性、当事者性、県民参加、柔軟性など 

・ 対象となるＮＰＯがあるか？ 

・ 最も有効な形態はどのような形態か？ 

委託？補助？事業協力？共催？など 

・ ＮＰＯとの協働を開始する時期は？ 

政策形成段階か？企画作成段階か？事業実施か？ 

どの段階が最も有効か？ 

・ 選定基準をどうするか？ 

・ 選定方法は一般競争入札か？公募か？随意契約か？ 

・ 最も公平、透明性のある選定方法は？ 

・ 事業の最終目標は共有できているか？ 

・ 役割分担、責任の所在は明確か？ 

・ 事業の進捗状況は順調か？ 

・ 協働することによって効果があったか？ 

・ 協働はお互いの特長を生かせたか？ 

・ 県民サービスの向上が図れたか？ 

・ 費用対効果は？ 

・ 地域課題解決のための次の問題点は見いだせたか？ 

(1)協働事業の検討 

 

(2)協働形態の検討 

(3)協働段階の検討 

(4)選定方法の検討 

(5)事 業 実 施 

(6)事 業 評 価 

フィードバック 事業の見直し、継続、廃止の決定 

 

◆協働相手との出会い（マッチング） 
・ どのようなＮＰＯがあるのか？ 

・ ＮＰＯとの情報交換できる場は？ 

 

計画 

PLAN 

実施 

DO 

評価 

CHECK 

見直し 

ACTION 
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３ 協働の手順における留意点 

 

【協働のきっかけづくり】 

   協働事業を検討する以前の段階として、まず協働の相手方と出会うきっかけづくりが考えられます。 

ＮＰＯを対象にしたフォーラムの開催やＮＰＯとの意見交換の場の設定など、まず、ＮＰＯに出会う場づ

くりと情報交換を重ねることが協働のはじまりになります。 

お互いに知らない相手同士が協働をしていくわけですから、まずは、出会い、知り合って互いの意見交換

をすることが協働の第一歩ともいえます。 

 

（１）協働事業の検討 

 

■協働事業の検討 

今後新たな事業を検討する場合ならびに現在実施している全ての既存事業の見直しにおいて、ＮＰＯと 

協働で事業実施することにより事業効果が期待できないか検討する必要があります。 

   ただし、行政にとって、事業の相手方はＮＰＯだけではないため、企業、公益法人など他の主体と事業 

実施する方がより効果的にできるものまで、無理に協働する必要はありません。 

ＮＰＯの特長が生かせ、相乗効果が見込めるものについては、ＮＰＯの参入の機会を確保することを忘 

れないということが重要です。 

 

■協働の効果を考える 

 ＮＰＯと協働で事業を実施しようとしている事業について、協働をすることでどのような効果があるの 

か考える必要があります。 

 県民の参加を促進するためにＮＰＯと協働するのか、専門性を生かしてサービスの質の向上を図るのか、 

ＮＰＯのどの特長が生かせるのか考える必要があります。 

   

  （参考） ＮＰＯの特長・・・◆多くの地域住民（県民）が参加している点 

                ◆専門性を有しているという点 

                ◆当事者性を有しているという点 

                ◆柔軟性、迅速性をもって先駆的な事業に取り組んでいるという点 

                                            など 

 

■対象となるようなＮＰＯが存在するか？ 

ＮＰＯと協働することにより効果が見込まれる事業については、協働の相手方となるＮＰＯが実際に存 

在するのか調べてみる必要があります。 

 

・ 

・ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ＮＰＯの探し方（情報収集方法）】 

 

・県のＮＰＯ協働推進課のホームページ「わかやまＮＰＯ広場」http://www.wakayama-npo.jpでＮＰ

Ｏ法人、市民活動団体の一覧表から検索してみる 

・県ＮＰＯサポートセンター、ＮＰＯ協働推進課に問い合わせをしてみる 

・県ＮＰＯサポートセンター、ＮＰＯ協働推進課に備えているＮＰＯ法人の閲覧書類を調べる 

・県内の市町村に該当する団体があるか問い合わせをしたり、各市町村あて文書で照会する   

・県のＮＰＯ協働推進課のホームページ「わかやまＮＰＯ広場」http://www.wakayama-npo.jpのイベ

ント情報、県ＮＰＯサポートセンターで掲示しているチラシ等の情報を収集する 

・新聞、情報誌等で、関係するＮＰＯの記事を収集しておく 

 

他府県のＮＰＯの場合 

・内閣府、各都道府県のＮＰＯ担当課のホームページで調べる 

（県の「わかやまＮＰＯ広場」のリンク集から、各都道府県のホームページが検索できます。） 

                                          など   
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（２）協働形態の検討 

    

協働事業を検討したうえで、協働することで事業効果が見込め、対象となるＮＰＯも存在する場合、ど 

のような協働形態が最も効果的に行えるのかという検討が必要になります。 

    ここで留意しなければならないことは、協働の形態は、何も委託や補助など、支出を伴うものばかりで 

はないという事です。 

ＮＰＯの自主事業に対して後援名義の承認を行ったり、行政の情報網をつかって事業周知を図るなど、  

支出を伴わない効果的な協働の方法も数多くあるはずです。 

むやみに協働を推進するという名目で委託や補助事業を増やし、ＮＰＯとの協働を進めることは、行政 

のスリム化にも逆行し、ＮＰＯもそのような協働を望んでいないはずです。 

 協働をおこなうスタイルに応じ、最も効果的な協働形態を選択することも、協働事業の成否に関わる重 

要な要因となります。 

 

    主な協働の形態としては、 

  

 

 

                                 などが考えられます。 

                                  

１ 委託 

委託とは、本来行政がおこなうべき事業について、行政が自ら実施するよりも他の主体が実施した方

が、より大きな効果が得られると思われる場合に、実施するものです。 

ＮＰＯへ委託する目的は、行政にはない発想や専門性を購入することにありますから、単なる下請け

ではなく、対等なパートナーとして接する姿勢を持つ必要があります。 

また、委託は行政の事業として実施するものであるため、事業主体は行政になります。協働を行う以

上、受託先には行政が直接執行する以上の実力がもとめられますので、ＮＰＯ自身の実力向上、行政へ

の依存体質からの脱却にもつながることが期待できます。 

 

２ 補助 

 補助とは、本来民間が実施している事業について、一定の公共性が認められる場合に申請に基づき行

政がその経費の一部を助成するものです。 

 補助事業はＮＰＯの自主性を損なわない利点がありますが、補助の決定に公平・公正を伴わないと、

特定の団体への資金援助にもなりかねず、選定には慎重な姿勢が求められます。 

 また、安易な補助を増やすことは、財政支出を拡大し、ＮＰＯの行政依存体質を助長する危険性もあ

ります。 

 

３ 企画立案への参画 

 行政が事業を企画立案する段階で、ＮＰＯからの意見や提案を受け、行政の事業にＮＰＯの特性や能

力を生かすものです。 

各種審議会や委員会、懇談会、協議会などに継続的にＮＰＯのメンバーの参加を求めたり、ＮＰＯか

ら政策や事業提案を求めたりすることなどが考えられます。 

企画立案への参画については、多様なＮＰＯの参画をもとめ、行政では思いのつかない民間の発想を

生かすよう留意する必要があります。 

 

４ 共催、実行委員会 

 共催とは、それぞれが主催者となって共同で一つの事業を行う形態です。また実行委員会はイベント

などを開催する場合に複数の関係者が新しい一つの組織を立ち上げ、実行委員会が主催者となって事業

を行う形態です。 

 どちらも、事業の企画段階から情報を積極的に交換しあい、全ての主体が対等な立場で事業執行にあ

たり、事業目標の共有化に努める必要があります。 

１ 委託 ２ 補助 ３ 企画立案への参画 ４ 共催、実行委員会 ５ 事業協力  

６ 公共施設等の提供 ７ 公の施設の管理運営 ８ 後援 ９ 情報交換、意見交換、人材交流 
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５ 事業協力 

 事業協力とは、共催や実行委員会以外の形態で、協定書などを締結することにより、一定期間、継続

的な関係のもとで事業を協力して行う形態です。経費負担、役割分担、責任など、お互いの得意分野を

出し合い協力していくもので、その協働方法は多岐にわたります。 

 双方の特性や得意分野を生かすことで、協働にふさわしい事業が期待できます。 

 

６ 公共施設等の提供 

公共施設等の提供とは、会議室の貸し出し、事務所の提供などＮＰＯが活動する場所の提供のことで

す。 

ＮＰＯの中には、ミーティングをする会議室、講演会などの会場、あるいは事務所など、金銭的な事

情も含めて、近くに適当な場所が見つからず困っているＮＰＯが数多くあると思われます。 

既存の会議室をＮＰＯも利用できるようにしたり、公共施設の一部をインキュベーションブースなど

の事務所として貸し出すなど、既存の公共施設等を提供することで、ＮＰＯの活動を活性化できる可能

性があります。 

 

７ 公の施設の管理運営 

 公の施設の管理運営とは、公園、児童館などといった公共の施設の管理運営をＮＰＯに実施してもら

うことです。 

この公の施設の管理運営については、地方自治法の一部改正（平成１５年６月公布）により、従来の

「管理委託制度」から新たに「指定管理者制度」が導入されました。 

「指定管理者制度」とは、公の施設の管理主体の範囲を民間の事業者等（企業やＮＰＯ）にまで拡げ

た制度で、地方公共団体の指定を受けた指定管理者が管理代行をおこなえる制度です。 

例えば、公園を地域住民が多く参加しているＮＰＯに管理運営をしてもらった場合、地域住民のニー

ズにあった、地域住民による公園づくりが期待できます。 

公の施設を管理運営していくうえで、民間の事業者等（企業やＮＰＯ）に実施してもらった方が効率

的、効果的に実施できるものについては、指定管理者として指定していくことも大切です。 

 

８ 後援 

後援とは、ＮＰＯが行う事業で、行政にとってもその実施目的が合致する場合、行政がＮＰＯの事業

に対してバックアップ（後ろだて）を行うものです。まだ県民にその有意義な活動が知られていないＮ

ＰＯのイベントなどに行政が後援名義を承認することによって、参加者が増え、活動が拡がっていく可

能性もあります。 

ＮＰＯ活動を活性化させるためにも、できる限り多様な公益性を認め、後援名義を行うよう努める必

要があります。 

 

９ 情報交換、意見交換、人材交流 

行政とＮＰＯが持っている情報、ノウハウなどを提供しあうものです。 

意見交換の場の設定、フォーラム、ワークショップの開催、人材交流などが考えられます。 

情報交換や意見交換を行うことで、考え方の違いや共通点が発見でき、相乗効果が期待できます。 

そのような場の設定をおこなった際には、互いの意見を尊重し、建設的な意見交換ができる状況にす

ることが大切です。 

また、情報交換等をより進めた形として人材の交流があります。違った環境の中に入って一緒に仕事

をすることにより、より深く相互の理解と協働が進められます。勤務条件、人材の選考など事前の調整

が必要です。 

 

主な協働の形態を掲載しましたが、他にも効果的な協働形態は考えられるはずです。 

より高いレベルの事業成果を得るためにも、これらの協働形態にとらわれず、事業の内容に応じて、

最も効果的におこなえる形態を検討し、導入することが重要です。 
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（３）協働段階の検討 

 

ＮＰＯとの協働事業を実施する場合、事業のどの段階から協働を開始するのが最も効果的かという 

ことも検討する必要があります。 

例えば「実行委員会での協働ならば、事業の企画段階から協働するのが一番良いのではないか。」 

というふうに協働する事業に応じて最も効果的な協働の段階を検討する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）選定方法の検討 

 

ＮＰＯとの協働を行なっていく際に、協働の相手方をどのように選定するのかという選定方法の検討

は非常に大切です。 

行政側で把握しているＮＰＯのみを協働相手の候補と考えてしまうと、協働相手が特定の団体に固定 

化し、その団体の既得権化につながるおそれもあります。 

 

協働の相手方の選定は、選定の公平性や透明性を確保するためにも、事業達成のためにどのような特

長をもったＮＰＯと協働するのか、という目的をきちんと明確化したうえで、広くその対象となるＮＰ

Ｏを募る必要があります。 

また、事業遂行のためには、選定するにあたり、事業遂行能力を確認する意味でも一定の選定の基準

を設けることもやむを得ないことです。ただし、選定基準は事業遂行のために設けるものであって、Ｎ

ＰＯの参入を狭めるものであっていけません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委託事業の場合の選定方法としては入札、公募、随意契約が考えられます。協働事業の内容に応じ、

これらの選定方法の中から、最も公平性や透明性を確保した選定方法を検討しなければいけません。 

補助事業の場合の選定方法も同様です。 

現在、各自治体で取り組まれるようになってきている提案公募方式によるＮＰＯの選定方法は、ＮＰ

Ｏの特長を生かした協働を実施し公平性を確保した一つの有効な選定方法であるといえます。 

 

【選定基準の一例】 

① 活動内容、活動実績 

・ ＮＰＯの活動内容、活動地域、受益者の状況 

・ 協働事業に関する事業実績 

② 事業の実施能力 

・ 事業計画の経費、人員、スケジュール等の妥当性 

・ 年間を通じた継続的・安定的な事業実施 

③ 財政状況 

・ 収支の健全性・安定性 

④ 会員数・事務局体制 

・ 総会員数・ボランティアの参画人数 

・ 事務局のスタッフ数              など 

■政策形成段階からの協働を考える 
行政が事業の枠組みを考え、予算要求をして新規事業を実施していくことも重要ですが、事業の

枠組みそのものが県民のニーズに即していない場合もあるかもしれません。 

ＮＰＯの中には、行政の気づかない社会的課題を発見し、解決できるＮＰＯも数多く存在するは

ずですから、政策形成段階、事業の枠組みの設定時点からの協働についても今後は考えていく必要

があります。 
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■ＮＰＯの企画案を生かした提案公募形式の事業の手順（参考） 

 

 

 提案公募形式の事業とは、ＮＰＯの特長を活かした柔軟で斬新な発想の企画案を広く募り、プレゼン

テーション、公開審査などを実施して、最も優れた企画案を採択する方法です。 

 企画案の募集については、行政の課題をあらかじめテーマとして設け募集する場合と特定のテーマを

決めずに自由な提案を募る場合が考えられます。 

 

 以下事業を実施するにあたって留意する点を記載します。 

 

① 公募テーマの設定 

公募するテーマを設定する場合は、ＮＰＯの自由な発想に基づく効果的な企画案が得られ、有益 

な協働事業が実現できるよう、提示テーマの内容については、骨格にとどめることが重要です。 

 

 

② 対象となるＮＰＯの応募資格について 

   応募資格を検討する場合は、 

法人格の有無にとらわれず、協働の内容によって適切な応募資格を検討する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①  審査員の選定、審査基準について 

審査員は、対象事業の内容によって異なりますが、行政、学識経験者、応募団体とは関係のない

ＮＰＯ関係者等をバランスよく選定し、審査の公平性を確保することが重要です。 

また、審査基準については、応募前に評価基準の考え方や配点について考えておき、審査員、Ｎ 

ＰＯに事前に周知することによって、審査の透明性を確保することが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【応募資格（例）】 

・ ＮＰＯ法人またはボランティアグループ等の任意団体 

・ 公募テーマに沿った活動を通常の活動の中でも実施している団体 

・ 団体の活動歴が設立から○年以上であること（任意団体歴含む） 

・ 団体を構成する正会員が○名以上いること 

・ 過去２カ年の決算、本年度予算が○○万円以上であること 

・ 事業の記録保存と成果報告ができること 

・ 宗教活動や政治活動を主たる目的とした団体でないこと 

・ 特定の公職者（候補者を含む）、または政党を推薦、支持、反対することを目的とした

団体でないこと 

・ 暴力団でないこと、暴力団もしくは暴力団員の統制の下にある団体でないこと 

【審査基準（例）】 

・実行性…提案した事業を確実に遂行できる、組織態勢と運営基盤がある 

・専門性…計画している事業内容に、専門性がある 

・効果性…事業成果の達成指標が明確であり、その成果が広く県民に還元される 

・現実性…実行可能な方法、計画、予算で立案されている 

・公開性…組織運営や事業の公開・透明性が高い 

・自立性…経常的に行っている活動の資金確保が図れている 

・先進性…行政の発想にない、先進性がある 
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④ 募集要項、選定要項の作成 

事業の枠組みが決定したら、募集要領（ｐ５６参照）、選定要項（Ｐ６２参照） 

を作成する必要があります。 

募集要項に記載する内容には以下の項目が想定されます。 

事業の目的、事業テーマ、応募資格、応募期間、応募書類、委託金額、審査方法、審査基準、 

事業スケジュールなど 

     

 

⑤ 広報 

広報については、ホームページへの掲載、関係機関、関係団体への周知、マスメディアへの情報 

提供、ＮＰＯへのダイレクトメールなど、できる限りの周知をする必要があります。 

 

 

⑥ 受付 

受付期間としては、より多くの企画提案を募るためにも１ヶ月程度設定しておくことが望ま 

しいと思われます。 

 

 

⑦ 審査 

審査方法については、書面審査や公開審査（プレゼンテーションなど）が考えられます。 

どちらか一方のみで選定する場合もあれば、第一次審査は書面で行い、第二次審査でプレゼンテ 

ーションによる採点を行って、団体を選定する方法もあります。 

ＮＰＯから応募のあった企画案を公平性、透明性をもって選定するためにも、公開のプレゼンテ 

ーション形式で実施することが望ましいと考えられます。 

また、選定基準や選定方法、選定結果についての情報公開も重要になってきます。情報公開によ 

って、市民からみても、選定の過程や結果の妥当性が確認できることが求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ ＮＰＯからのアイデア提示における協働の選定について 
 

協働の相手方となるＮＰＯの選定方法は、前述のとおり、入札や公募など最も公平性や透

明性を確保した方法を検討する必要があります。 

しかしながら、今後、ＮＰＯとの協働を推進していくことで各部局においてＮＰＯとの情

報交換や意見交換をする機会が増え、あるＮＰＯから効果的な企画提案の提示（アイデア提

示）を受け、そのＮＰＯの企画提案を協働で実施していくケースも増えてくるものと思われ

ます。 

そういった場合は入札や公募ではなく、特定のＮＰＯを選定（委託の場合は随意契約）す

ることになるため、なぜその特定のＮＰＯを選定することになったのかという選定するに至

った経緯の説明や事業評価の情報公開など、第三者に対しての説明義務が一層必要となるこ

とに留意のうえ、公平性や透明性を失うことがないよう、書面できちんと残しておくことが

重要です。 
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（５）事業実施 

 

協働を実施することになり相手方も決定した段階で、行政とＮＰＯとの間で事業をはじめる前に協働事 

業の最終目標をきちんと共有しておくことが重要です。 

また、お互いの役割分担、責任の所在も事前にきちんと決めておく必要があります。 

なお、事業をはじめたら、実施している途中で定期的に進捗状況を確認し、意見交換をおこなうことが 

大切です。 

 

 

 

■契約保証金 

 

契約保証金とは、県が契約を締結する際に、事業の完全な履行を確保し、債務不履行等の場合にうけ 

る損害の賠償を容易にするため相手方から徴する保証金で、契約金額の１０／１００以上（工事又は製 

造の請負契約については５／１００以上）を契約保証金として県に納める必要があります。 

しかしながら、和歌山県財務規則第９３条各号に該当する場合には、これを免除することができます。 

 

ＮＰＯと契約をする場合には、資金的な側面及びに協働内容について十分配慮した上、免除すること

が可能か検討する必要があります。 

 

 

 

■著作権 

   

  協働事業の中で委託事業を実施する際、事業成果物の著作権の取り扱いをどうするかという問題が生じ 

ます。 

    一般的な委託事業では、契約書に著作権の帰属先を明記することにより委託元が著作権を所有すること 

になります。したがって、行政がＮＰＯに委託事業を実施する場合は著作権は行政に帰属することになり 

ます。 

    しかしながら、事業の成果物によっては、ＮＰＯによって社会に還元する方が効果的な成果物もあるは 

ずです。例えば、ＮＰＯの方がネットワークが多い場合はＮＰＯの方が多くの人に波及できますし、ＮＰ 

Ｏが普及啓発する方が県民に親しみやすいケースもあるはずです。 

    ですから、事業の成果物については、一概に行政のものと決めつけずに、著作権をはじめとした権利の 

帰属についてＮＰＯと十分意見交換をしたうえで、どちらかの帰属にするか、あるいは両者の帰属とする 

かということを書面にて確認しておくことが大切です。 
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■支払い方法（一般払（精算払）、前金払、概算払の場合） 

 

行政の支払は、履行確認後の支払（一般払）を原則としています。しかしながら第１章で述べたようにＮＰ

Ｏの多くは、財政的課題を抱えていることから、前金払（委託）や概算払（補助）をしなければ事業を遂行す

ることが困難な団体が多いのも現状です。 

したがって、ＮＰＯとの協働における支払方法については、下記のような「資金収支表（委託、補助）」を 

提出してもらうことにより、ＮＰＯの資金繰りなどの財政状況等を十分踏まえたうえで、前金払（委託）や概

算払（補助）をすることも検討していく必要があります。 

なお、前金払又は概算払で支払う場合は、あらかじめ事業をはじめる前に定めておかなければなりません。 

 

 

（参考）「資金の支払方法」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）「資金収支表の例」 

 

◇（委託の場合）                  ◇（補助の場合） 

 団体名  ○○○○○○○○           団体名  ○○○○○○○○ 

１ 前金払の必要性     ○○○○○○○○    １ 概算払の必要性     ○○○○○○○○ 

２ 時期          ○○○○○○○○    ２ 時期          ○○○○○○○○ 

３ 金額          ○○○○○○○○    ３ 金額          ○○○○○○○○ 

４ 資金計画                    ４ 資金計画 

                    

収  入 

 ○年４月 ５月 ～ △年３月 

委託料収入     

収入計   ①    

  

支  出 

人件費         

諸謝金     

旅費交通費     

印刷製本費     

消耗品費     

・・・・・     

支出計   ②    

資金状況  ①－②    

 

 

 

○ 前金払 

地方自治法施行令第１６３条第２号及び和歌山県財務規則第６４条の規定に基づき、債務の額が確定

している場合には、前金払することができる。 

前金払は、その本質上精算は伴わないが、契約の変更等支出後の事由により、精算の必要があるもの

については、債務の額が確定した後、３０日以内に精算をさせなければならない。 

○ 概算払 

地方自治法施行令第１６２条第６号及び和歌山県財務規則第６２条の規定に基づき、事業量の増減に

より経費が変動する可能性がある事業など、債務の額が確定していない場合には、概算払することが

できる。 

この場合には、債務の額が確定した後、３０日以内に収支精算書の提出を求めるなど、精算手続きが

必要となる。 

収  入 

 ○年４月 ５月 ～ △年３月 

補助金収入     

雑収入       

繰越金     

・・・・     

収入計 ①    

 

支  出 

事業費         

○○費     

 ・・・     

事務局費     

 人件費     

 ・・・     

支出計   ②    

資金状況  ①－②    

 

 



 24

（６）事業評価 

 

協働事業を行った後は、協働することで相乗効果があったのか事業評価をする必要があります。 

今後の協働を更にステップアップするためにも、一つ一つの協働事業の結果を正しく評価し、次の協

働事業への企画・実施にフィードバックさせていく積み重ねが重要です。 

また、事業結果については、ＮＰＯと行政の双方がそれぞれ評価を行うことが大事です。 

事業評価については評価項目についてのチェックシートを作成するなどして、事業の実施段階から事

業終了までの評価を行う必要があります。 

また、県民をはじめとした第３者に対しても事業成果を評価してもらえるよう、積極的に情報を公開

する姿勢が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業終了時に、行政、ＮＰＯ、県民を対象にした事業成果の報告会を開催し、意見交換をおこなうこ

とも評価のうえでは有効な方法です。 

また、行政側、ＮＰＯ側それぞれの視点で客観的に評価できる環境づくり（自由に発言できる雰囲気

づくり）に配慮することも大事です。 

 

なお、評価をした結果、協働事業を実施する上での問題点が明確になった場合は、それを改善するた

めの対策を考えていく必要があります。 

評価結果は、次の協働事業の企画や実施にフィードバックし、協働事業や協働方法、協働の選定方法

を絶えず見直すとともに、事業の継続、廃止など常に検討していくことが重要です。 

 

【チェックシートにおける評価項目の一例】 

① 目標設定の妥当性 

・事業の目的は明確であったか？ 

・事業の目標は共有で設定されたのか？ 

② 協働として実施したことの妥当性 

・協働として実施したことは適切であったか？ 

・どのような相乗効果が図れたのか？ 

③ 協働形態の妥当性 

・協働した形態は最も適切な協働形態であったか？ 

④ 協働相手の妥当性 

・協働の選定方法は適切であったか？ 

・選定基準は適切であったか 

⑤ 協働事業の妥当性 

・協働において意志疎通は図れたのか？ 

・役割分担は適切であったか？ 

・進捗状況は適切に管理していたか？ 

・相手方に対する意見は十分に議論され、解決したか？ 

⑥ 目標達成度、 

・当初の目標は達成できたのか？ 

・県民サービスの向上につながったのか？ 

⑦ 費用対効果 

・費やした費用は適切であったのか？ 

・今後の波及性は見込めるのか？ 

                            など 


